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再生可能エネルギー推進協議会 

事前意見・質問に対する回答 

 

１ アクションプランの実施取組状況について 

⑴ 小中学生に対する再エネ関連授業は喜多方市独自の取組であるか、また教材は何を使

用しているか【№1】 

→再エネ関連授業につきましては、市の独自の取組ではなく理科の授業の一環として取

り組んでおります。教材につきましては理科の教科書を使用しております。 

 

⑵ ペットボトル、アルミ缶の回収量について【№2】 

→各学校での回収量については把握しておりませんでした。今後各学校に対して回収量

の把握するように検討していただくとともに、次年度以降は実績成果として回収量の記

載をできるようにしていきたいと考えております。 

 

⑶ 教育プログラムに再エネが多々ある反面、省エネが行われない理由について【№1～8】 

→省エネにつきましては、環境基本計画の中で二酸化炭素の排出低減に取り組んでいる

ということもあり、このアクションプランの中では再生可能エネルギーの普及がメイン

になってしまっている部分がありました。しかし再生可能エネルギーの導入率の上昇に

は省エネも必要不可欠なものでありますので、再生可能エネルギーの教育プログラムの

中に省エネも含めて行っていけるように検討してまいります。また、今回の実績等に記

載はありませんが各小中学校においては「福島議定書」に基づき温暖化防止のために省

エネ活動をおこなっております。令和元年度においては喜多方市立第一小学校が緑化活

動、委員会での温暖化の原因改善策などの調べ学習、節電・節水目標を立てて月ごとの

反省、取組を掲示放送などの取組が評価され最優秀賞を受賞しております。 

 

⑷ LED 化時の消費電力の変化に伴う CO2 削減量に関する記載について【№10～12】 

→担当所属において消費電力量を把握しておりませんでしたので、今後施行の見積もり

時などに LED 化時の消費電力量の変化を把握できないか検討するようにしました。 

 

⑸ オフセットクレジット（J-VER）制度について【№13】 

→「喜多方市森林整備加速化プロジェクト」として、市が管理する公有林の間伐を実施

し間伐によって森林が吸収する CO2 をクレジット化したオフセットクレジットを取得し、

その販売収入によりさらに森林整備を推進していこうという取組で平成 22年に国の認証

を受けたものであります。 

別紙 
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このプロジェクトについては平成 30 年 3 月 31 日をもって認証期間（8年間）が終了し

たことに伴い、森林整備を推進していくための財源としていたオフセットクレジットの

発行ができない状況となってしまいました。 

したがって、今年度新たなプロジェクトに挑戦し、次年度以降新たに J クレジットの

認証を受けることができるように取り組んでおります。 

 

⑹ 住宅用再生可能エネルギー設備設置に対する支援の累計値の記載について【№17】 

→導入実績値の累計については、太陽光については平成 18年度（新市合併）以降、薪ペ

レットストーブについては平成 20年度の制度開始以降、地中熱利用システムについては

平成 28 年度の制度開始以降の累計値となっております。 

 

⑺ 公共施設への再生可能エネルギー設備導入について【№22.25.28.34.37.39】 

→公共施設数は市内に約 500 施設ほどあり、現在どの施設に再生可能エネルギー設備を

導入できるかを検討している段階であります。財政的な都合等も踏まえて検討していか

なければいけないので現段階では明確な数値設定をするのではなく、導入可能性がある

施設数を把握していきたいと考えております。 

 

⑻ 太陽熱エネルギーの導入について【№22～23】 

→太陽熱については H20 年度～H27 年度まで補助金制度を実施していましたが、利用実績

が無いまま廃止となりましたので、今後は国や県、他自治体の取組も踏まえて推進して

いくか調査検討していきたいと考えております。 

 

⑼ 小水力発電導入について【№24】 

→小水力発電については、国営事業で関柴幹線用水路に最大出力 124KW の設備を令和 5

年度に新設、大平沼の設備を令和 3 年度に最大出力 635ｋｗに改修を予定しております。

また、信夫山福島電力株式会社において令和 2年度 3月より雄国沢で最大 49KW の設備を

新設しております。さらに、現在民間事業者から市内７河川を調査したいという要望が

あり調査に向けて地元行政区と調整中であります。 

 

⑽ 小水力発電の立地（候補地）について市が提供できる情報はないか【№24】 

→小水力発電については市が事業可能性調査等を行ってはいないので、候補地について

市が提供できる情報はありませんが、事業者が調査をする際に地元行政区との調整等、

行政が協力できる範囲では積極的に協力させていただきたいと考えております。 

 

⑾ 雪室について気候変動の影響から積雪量調査等の予備検討も必要ではないか【№27】 

→積雪量の検討についてですが、山都町の雪室についても昨年は積雪が少なく近隣の山
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から雪をかき集めてきた状態です。 

また、建設から 20年ほどが経過し設備が古くなっており、性能が落ちている部分もあ

りますが排水設備を修繕、清掃等を行って雪室の有効性を確保している状況であります。

今回ご提案頂いた積雪量の調査等を含めて雪室の今後については、担当課において検討

するようにいたします。 

 

⑿ 雪氷エネルギーの実証検討について【№27】 

→今回のアクションプランにあります実証検討につきましては、雪氷エネルギーそのも

のの有効性を検討するのではなく、市の雪室貯蔵施設において腐敗せず保存できるのか

を検証し、その後品質を含めて高付加価値がつくかどうか検討するものになります。こ

れまでは山都町のそばを保存し雪室そばとして付加価値をつけて販売している実績があ

りますので、同様に付加価値がつけられないか検討していきたいと考えております。 

 

⒀ 複合施設への太陽光システム導入量について【№38】 

→一期工事での設備導入量につきましては、太陽光発電設備が 20ｋｗ、蓄電池設備が 

42ｋｗｈとなっております。 

 

⒁ 地域エネルギー会社、自治体電力会社の検討状況 

→昨年度、今年度と会津電力株式会社主催の勉強会に市長、副市長、市の職員が参加し

て自治体新電力会社について知見を深めたところであります。今後は先進地視察等も行

い、自治体新電力会社の実情を把握するとともに事業の可能性、採算性をよく考慮しつ

つ自治体としてどのように関わっていくか検討していかなければいけないと考えており

ます。 

 

⒂ 太陽光電源を増やすためには自家消費の拡大が有用だが助成する考えは 

→FIT 制度が終了する設備が出始めるのに伴い、今年度より市の補助金のメニューに新た

に蓄電池、自動車充給電設備（V2H システム）を追加したところです。現在の市の補助金

には住民向けのメニューしか用意していませんが、事業者に対する補助金等も県や他自

治体を参考に検討しつつ電力の地産地消を推進していきたいと考えております 

 

⒃ 喜多方市の再エネ導入率は県の再エネ導入実績と同じ計算で算出しているのか 

→市の再エネ導入実績の計算方法は福島県と同様に(再生可能エネルギーの導入量)÷

(市内のエネルギー年間使用量)を用いて算出しております。しかし、自治体ごとのエネ

ルギー使用量が公表されていませんので、福島県のエネルギー使用量に福島県内の人口

における喜多方市の人口を案分した率を乗じて喜多方市のエネルギー使用量を算出して

おります。 
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２ 喜多方市の再生可能エネルギー全般についてのご意見、ご提案 

・省エネルギー活動推進事業について、県においても、道路照明やトンネル照明の LED 化

を進めております。 

 

・温度差エネルギー導入事業について、県においても、過去に排湯熱を利用した道路融雪

施設を整備しましたが、排湯に含まれるゴミや不純物により維持管理が困難となり、現在

は化石燃料を使用しています。 

 

・バイオマス導入事業について、県において、今後、河川内で伐採した木材が大量に発生

します。有効活用できないか検討しています。 

・アクションプランの改変やモニタリングを継続的に行うようにしてはどうか。 

 

・再生可能エネルギーの取組を国や産業界の動きや報告を踏まえ、追加見直しを図ってい

く必要があるのではないか。 

 

・アクションプランの記述に毎年度達成目標を設定し、定量的な評価もできた方がよいの

ではないか。 

 

・太陽光発電、小水力発電、バイオマス発電等を組み合わせ、共有蓄電システムで結合し、

地域のエネルギーをまかなうことを望む。 

 

・再エネ導入量の推移を見ると太陽光以外はあまり増えていないので、小水力やバイオマ

ス発電などを導入推進するための新たな方策を考えるべき。 

 

・あらゆる再エネ技術に手を出すよりも市の立地や気候風土に合致した手段から優先的に

取り組む考え方もあるかと思います。 

 

・喜多方地方広域市町村圏組合では、環境センター各施設の整備方針等について、委員会

を設置し検討を行っているところです。廃棄物による発電・熱利用については、施設の現

状と将来の整備方針に関連することを踏まえ、検討する必要があると考えます。 

 

・省エネとともに、発電事業を積極的に推進しなければ目標達成はむずかしいと想定され

ます。小水力発電は、流水の占用や水利権の課題が多く導入は進まないものと考えられ、

太陽光発電に変わる、電気を作って自ら使う事業をどのように進めるか検討が必要だと思

います。 
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・東北電力グループにおいても、電気によりお客様の生活を豊かにするスマート社会実現

に向けた取り組みや、暮らしをサポートするサービスの充実を図っておりますが、喜多方

市が取り組んでいる再生可能エネルギービジョンのアクションプランに対しては、地元の

電気事業者として可能な限り協力をさせて頂きたいと思っておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 

→本市におきまして、再生可能エネルギーの推進は重要施策の一つとして位置づけてお

ります。昨年度までは、この協議会は要綱に基づく再生可能エネルギー導入推進委員会と

して私的諮問機関という立場から、市の再生可能エネルギー施策に対して助言を行う立場

でしたが、今年度からは地方自治法に規定された法的地位を有した付属機関として条例に

基づく再生可能エネルギー推進協議会という立場で市に対して提言を行う機関となりまし

た。条例に明文化されたことにより、これまでの一時的な組織ではなく、恒常的に市の再

生可能エネルギー施策に対する評価及び検討を行っていただく組織となりました。 

アクションプランにも明記しておりますが、再生可能エネルギーについては日々進歩し

ており高度複雑化されている分野でもありますので、毎年ローリング作業等を行い、本市

の特徴や強みを活かしつつ効果的な施策を行っていきたいと考えております。また、来年

度は後期のアクションプランを策定する予定となっておりますので、策定の際にはこれま

でのデータの見直しや目標値の設定なども含めて、改めて協議会の場に諮り検討してまい

ります。 

再生可能エネルギーの推進は行政のみで達成できる目標ではなく、市内の事業者、市民

等が一体とならなければ達成できませんので、官民一体となって再生可能エネルギーの推

進を図り協力し合っていきたいと考えております。 


